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各  位 

株式会社 東北銀行 

「地域密着型金融の取組み状況～金融仲介機能の 

ベンチマーク（平成 31 年 3 月末基準）～」の公表について 

株式会社東北銀行（取締役頭取 村上 尚登）は、「地域金融機関として地域社会の発展

に尽くし共に栄える」を経営理念とし、2016 年 4月から 2019 年 3 月までの前中期経営計画

においては「“地域力の向上”～地域の中小事業者の企業価値向上をお手伝いします～」を

テーマとして掲げ、地域の活性化につながるお客様の発展・成長に向けた支援に取り組ん

でまいりました。 

このたび、これらの取組み状況および取組みを数値化した指標（ベンチマーク）につい

てとりまとめた、「地域密着型金融の取組み状況～金融仲介機能のベンチマーク（平成 31

年 3 月末基準）～」を公表いたしましたので、お知らせいたします。 

また、当行では、2019 年 4 月より 3 カ年の新中期経営計画をスタートしております。引

き続き、中小事業者への積極的な支援に取り組み、「地域力の向上」に努めてまいります。 

以  上 

2019 年 7月 31 日 

【本件に関するお問い合わせ】 

経営企画部（担当：齋藤）

TEL：019-651-6161 



令和元年7月31日

 金融仲介機能       （平成31年3月末基準） 

地域密着型金融の取組み状況



●顧客企業に対するコンサルティング機能の発揮
●地域の面的再生への積極的な参画
●地域 利用者 対  積極的 情報発信

基本方針

当行   地域密着型金融 取組 状況      金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価できる多様な
指標である「金融仲介機能       」（以下、ベンチマーク）を活用  公表       本資料   平成
30年4月から平成31年3月   取組 状況     前中期経営計画 基本戦略 基  取組 事例    
ベンチマークを開示いたします。
今後もベンチマークを活用することで、金融仲介機能 質 向上 努   客様     課題解決     金
融支援・本業支援を積極的に進めてまいります。

地域密着型金融 推進

当行では、『地域金融機関   地域社会 発展 尽  共 栄  』 経営理念   掲  平成28年4
月から平成31年3月までの3 年 前中期経営計画   地域力 向上        中小事業者  積
極的な支援に取組んでまいりました。
地域密着型金融        中期経営計画 目指   方向性 同     中期経営計画 着実
 実行      地域密着型金融 更 深化         
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前中期経営計画全体図
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ベンチマーク（共通5） H29/3期 H30/3期 H31/3期

事業性評価 基  融資 行  
いる与信先数及び融資残高、及
び、全与信先数及び融資残高に
占める割合

先数及び
全与信先数に占める割合 805先（11.3％） 959先（13.6％） 1,282先（18.6％）

融資残高及び
全与信先の融資残高に占める割合 909億円（21.7％） 1,112億円（24.9％） 1,162億円（25.0％）

1.事業性評価 基  金融支援 本業支援

当行 、ローカルベンチマーク（以下、ロカベン(※)）を活用した事業性評価 行        事業 内容 成長可能性 適切
に評価し、経営ビジョンや経営課題を共有のうえ、お客様と協働で課題の解決に取組みます。

事業性評価に基づく融資の取組み状況

お客様との対話により、
事業目的、事業内容、
財務状況等を把握し、
理解   

       事業理解

事業性評価を通じて具
体化した課題を共有。

課題の共有

本業支援 金融支援

お客様と協働で課題の
解決に取組む。

地
域
経
済
の
発
展

お
客
様
の
成
長

事業性評価プロセスイメージ

地
域
力
の
向
上

好
循
環
の
実
現

※ロカベン…国（経済産業省） 作成   企業 健康診断        企業 経営者等 金融機関 支援機関等  企業 状態 把握  双方 同 目線 対話 行   の
基本的な枠組  当行   平成30年3月よりロカベンを活用した事業性評価手法を導入しております。
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1.事業性評価 基  金融支援 本業支援

様々            客様 課題 適切 把握   客様 最適 支援 供給        

ライフステージに応じた支援について

・創業計画策定支援
・創業関連融資
 補助金申請支援
など

 販路開拓支援
・ビジネスマッチング支援
など

・経営改善計画策定支援
・債権買取先へのExit支援
・公的機関の活用 など

        応  当行支援内容

・事業承継・M&A仲介業務 ・外部専門機関の紹介 など

173 
303 

1,737 

76 
277 218 

328 

1,788 

126 
288 229 

367 

1,809 

133 
343 

0

500

1,000

1,500

2,000

創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期

H29/3期

H30/3期

H31/3期

億円

ライフステージ別の与信先数及び、融資額 ※過去5期分の財務データが把握できないお客様については、「全与信先」のみに含めているため、合計数字は一致しません。

ベンチマーク（共通4） 全与信先数 全与信先の融資残高

H31/3期 6,892先 4,649億円

創業期

318先

229億円

成長期

427先

367億円

安定期

3,624先

1,809億円

低迷期

266先

133億円

再生期

672先

343億円

※ライフステージ基準
◆創業期⇒創業から5年  
◆成長期⇒売上高平均で直近2期が過去5期の120％超。
◆安定期⇒同80％ 120％。
◆低迷期⇒同80％未満。
◆再生期⇒貸付条件 変更   延滞   期間 

成長期 安定期 低迷期 再生期創業期
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1.事業性評価 基  金融支援 本業支援

当行    中小事業者  積極的 支援              中  成長予備軍 対  支援 強化       事
業性評価 基   成長可能性等 適正 評価 行  積極的 資金供給やソリューション提案を推進しております。

中小事業者に対する支援について

※ミドルリスク先…本ベンチマークで       先＝成長予備軍   定義

ベンチマーク（独自） H29/3期 H30/3期 H31/3期

      先 対  融資実行金額 716億円 912億円 744億円

ベンチマーク（選択14）H31/3期 全取引先 ソリューション提案先 割合

ソリューション提案先数、及び、同先の全取引先数に占める割合 6,892先 932先 13.5％

ソリューション提案先の融資残高、及び、同先融資残高の全取引先の融資残高に占める割合 5,712億円 656億円 11.5％

ベンチマーク（選択33）
H31/3期 運転資金残高 短期融資残高 割合

運転資金 占  
短期融資の割合 1,994億円 672億円 33.7％

中小事業者 支援 流 

破綻懸念先
実質破綻先 成長予備軍 正常先上位事業再生 経営改善

事業再生支援 本業支援・
短期継続融資

※成長予備軍…当行融資格付において正常先下位  要管理先 分類    客様
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当行 長年 取引 いただいてるお客様が、温泉ホテル事業の売却を検討し、東京の企業に譲渡・承継をしました。承継した企業は、県内を本社とする
会社 新  設立   観光農園 併設  事業計画  策定 当行  既存 温泉   事業 発展     当地域 活性化 寄与  計画  
  判断  円滑 承継 発展    支援     
温泉   事業購入 観光農園設備等           事業承継補助金 紹介 申請     人材紹介会社 紹介        苗木販売
先のマッチング等の本業支援を実施いたしました。
今年2月には待望のいちごの観光農園がオープンし、当施設への注目が集まっております。現在は自社農園で収穫した「白いちご」を活用した商品化に取
組んで   当行でも特殊冷凍技術   加工業者           支援拠点 紹介 行   様々 支援 継続       

1.事業性評価 基  金融支援 本業支援

当行   お客様の課題解決へ向け、様々な本業支援に取組んでおります。お客様のニーズや状況に応じた最適な支援を実施
することにより、企業価値の向上に取組んでおります。

本業支援の取組み

ベンチマーク（選択21） H31/3期 先数

事業承継支援先数 46先

事業 承継 成長発展支援

ベンチマーク（選択18）H31/3期 地元 地元外 海外

販路 仕入先開拓支援 行  先 64先 27先 1先
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株式会社南国酒家（本社：東京）が原宿本店、飯田橋店で
毎年開催    特別企画          日本（    ） 
にて、平成30年秋 岩手県 食材 活用  岩手県版が開催さ
れました。
当行  、特別企画に向けて岩手県農林水産部 協力    
株式会社南国酒家 社長 料理長 購買担当者 岩手県 招
  当行 取引先 中心 27社 産地見学 商談 実施    
した。
この特別企画には、21社の食材が採用となったほか、継続してお
取引いただける食材も多数採用されており、ビジネスマッチングによる
販路拡大支援    岩手県 食材 魅力発信  寄与  取
組みとなっております。

1.事業性評価 基  金融支援 本業支援

本業支援の取組み

 沖縄大交易会2018」への出展・商談サポート

当行 岩手県 連携  岩手県 水産加工業３社  販路拡
大支援   沖縄国際物流         活用  海外販路拡
大 目的 開催    沖縄大交易会2018」への出展・商談サポ
ートを実施いたしました。
出展  ３社 当行 岩手県 地元商社   事前     
内容 確認  当行 助成金 申請    出展料 費用負担 
支援 行     
商談会  当行   数名 随行  個別商談  同席するな
ど、成約へ向けたサポートを実施しております。
海外輸出 商談 成立     出展の成果も表れてきておりま
す。

大手中国料理    店     誘致   食材     
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1.事業性評価 基  金融支援 本業支援

当行   事業性評価 行       担保・保証に必要以上に依存しない融資に取組んでおります。「経営者保証に関するガ
       趣旨 内容 充分 踏   経営者保証 必要性    検討       保証契約 締結 保証債務 整理 
ついて誠実に対応してまいります。

担保・保証に必要以上に依存しない融資への取組み状況

2,799 
3,064 

3,215 

538 480 447 

19.2% 15.7% 13.9%
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H29/3期 H30/3期 H31/3期

中小企業等向け融資残高 うち保証協会付融資残高

保証協会付融資割合

億円

ベンチマーク（選択10）
中小企業等向け融資のうち、信用保証協会付融資額の割合

7,120 7,051 6,892 

1,465 1,978 2,362 

20.6%

28.1% 34.3%
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5,000

6,000

7,000

8,000

H29/3期 H30/3期 H31/3期

全与信先数 ガイドライン活用先数

ガイドライン活用割合

ベンチマーク（選択11）
経営者保証に関するガイドラインの活用先数、及び、全与信先数に占める割合
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2. 復興    成長  向  支援

当行   融資  返済 支障        客様 対  状況 応  貸出条件変更 外部機関 活用     経営改
善支援に取組んでおります。

経営改善へ向けた取組み状況

587 
631 

691 
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条件変更先総数先

ベンチマーク（共通2）

中小企業 条件変更先 係 経営改善計画 進捗状況
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50 

81 

37 

154 

48 
72 

34 

195 

44 

118 

33 

0

50

100

150

200

250

うち計画策定先 好調先 順調先 不調先

H29/3期

H30/3期

H31/3期

先

ベンチマーク（共通1） H31/3期

当行       （融資残高1
位）   取引 行    企業
のうち、経営指標の改善や就業
者数 増加 見   先数及 
経営指標が改善した先に対する
融資残高

メイン先数 3,246先

メイン先の融資残高 2,125億円

経営指標等が改善した先数 2,228先

経営指標改善先に係る3年間 
事業年度末 融資残高 推移

H29/3期 H30/3期 H31/3期

1,521億円 1,638億円 1,700億円

ベンチマーク（選択42）H31/3期 先数

REVIC、中小企業再生支援協議会
 利用先数 12先
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2. 復興    成長  向  支援

当行  、震災以後、お客様の被害状況を把握し、リレーションを重視した、復旧 復興支援 努        。現在は、積極
的 資金供給 継続するとともに、Exit支援（機構買取債権のリファイナンス）の推進にも取組んでおります。

 復興    成長  向  取組み状況

 客様 岩手県内陸地域  製造業 営 事業者   震災により工場の崩壊、精密機械の破損等の大きな被害を受けたことから、機
構   債権買取支援 受 事業再生 図       後  事業再生計画 達成 向  経営努力   3期連続黒字化 果   
おりました。一方 機構   支援期間中      経営 自由度 一定程度制限されることもあり、お客様は機構への一括返済を検討し
ていました。当初はメイン行 相談     対応 思            関係機関   紹介    機構           積極的 
対応    当行へ相談となったものです。
当行    客様   相談 受   同社 事業性 今後 事業計画 十分 理解  当行    行           資金 対応
致           買取債権    機構 一括返済 行  事業再生 完了       

機構買取債権 一括返済   事業再生完了支援事例

※再チャレンジ支援…リファイナンス等に  震災支援機構 産業復興機構等からのExit支援。

ベンチマーク（独自） H29/3期 H30/3期 H31/3期

震災復興関連融資実行先数
及 融資実行額

先数 414先 205先 107先

融資実行額 97億円 41億円 29億円

ベンチマーク（独自） H29/3期 H30/3期 H31/3期

債権買取先等に対する
再チャレンジ支援

先数 3先 12先 4先

金額 338百万円 560百万円 183百万円
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3.地域産業・企業の活性化支援

当行   地域 特性   農林水産業 基軸とした、アグリ関連業種への支援に積極的に取組んでおります。アグリビジネス関
連ファンドの活用や、6次産業化支援等、地域産業 創出 成長 向  支援 取組むことで 新  資金需要を創りだし、地域
経済の発展に寄与してまいります。

農林水産業 中心           関連事業  取組 

ベンチマーク（独自） H29/3期 H30/3期 H31/3期

アグリ関連業種（16業種）融資残高 279億円 307億円 308億円

ベンチマーク（独自） H29/3期 H30/3期 H31/3期

アグリビジネス関連の本業支援件数 365件 380件 317件

                 設立

岩手県 基幹産業   農業 長期的 伴走型の支援を実施するために、
盛岡信用金庫 株式会社日本政策金融公庫、株式会社AGSコンサルティング
と「とうぎん・もりしん投資事業有限責任組合（呼称：とうぎん・もりしんアグリファ
  ） 設立     
盛岡信用金庫   2017年２月  包括業務連携 関  協定  締結 
ており、本ファンドはその協定に基づき設立    です。地方銀行 信用金庫 
  共同設立  本     全国 初 取組       
本     設立  資本 必要     事業者  安定資金 提供にとど
まらず、各出資者の連携による経営面のコンサルティング 販路拡大等 伴走
型支援による事業者の成長 向  支援 目的としています。

※アグリ関連業種（16業種）…農業 林業 漁業 1次産業を始め、水産加工業や食
料品製造業等の2次産業及     商品   扱 魚菜卸売市場 総合食料品卸売
業等の3次産業等 当行 独自 定      関連  合計16業種。

※H31/3期は中小事業者  中長期的 伴走支援  取組   行    件数  質
 本業支援 取組  強化     取扱実績 前年度対比減少      。
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3.地域産業・企業の活性化支援

当行   地域経済 持続的成長 向   創業期 事業者  円滑 資金供給 加  起業 向  事業計画策定支援
 各種公的支援 情報提供等 行       

創業・新規事業支援への取組み

ベンチマーク（選択16） H31/3期 先数

創業計画の策定支援 81先

創業期の取引先への融資（プロパー） 22先

創業期の取引先への融資（信用保証協会付き） 15先

政府系金融機関 創業支援機関 紹介 4先

ベンチマーク（共通3） H31/3期 件数

金融機関 関与  創業件数 132件

金融機関 関与  第二創業件数 3件

起業・創業者に対するコンサルティング支援

当行   北上市 実施   魅力  店舗形成若者 女性活動支
援」事業の受託者と連携し、同事業を通じて地域の新たな産業創造・活
性化 向  起業 創業  若者 女性 対           取組
みました。
当該事業受託者 管理  施設 入所する飲食店5店舗の経営者
ならびに、同施設で開業した美容院経営者に対し、月に1度 定期的 
面談を通じ、経営に関する定量 定性 両面から総合的なアドバイスを実
施しました。
なお、当該事業により飲食店に入所した1店舗について、2019年6月
 北上市内中心市街地 独立 開業しており、当該事業を通じて地域に
新たな事業者が誕生しています。
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新中期経営計画全体図

当行   平成31年4月より3 年 新中期経営計画            今後 3年間        新中期経営計画 
   引 続  地域力 向上  取組        
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